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　「大阪維新プログラム案」には、次のように

宣言されています。

　税金の使い方、予算編成や意思決定の仕組

み、市町村や民間との関係、さらには府の役割

そのものにまで立ち返り、これまでのやり方

やシステムを抜本的に改革する、過去のしが

らみや経過には一切とらわれない、大阪発の

“自治体経営革命”を起こす、と。

　地域主権が叫ばれる中、自治体には従来に

も増して、自らを厳しく律し、限りある財源・

人的資源を最大限生かすことが求められま

す。大阪の取り組みが、全国のリーディング

ケースとなることを目指しています。

　橋下知事は、多様なチャネルから情報を吸

収し、行動し、職員の建設的な提案にも耳を

傾け、府民目線・府民感覚に徹して行政の現

場に即した「なるほど」と思える改革案を提

示します。

　知事の示す大きな方向性を行政として現実

のものとしていくには、一般会計予算規模3兆

円、職員定数約9000人の巨大な行政組織を

動かし、関係者と調整していく必要があり、そ

の中で生じる様々な障壁を一つ一つクリアし

ながら改革を進めていくプロセスは非常にダ

イナミックです。

　私は財政課長として財務・予算編成の側面

から改革の一翼を担っています。財務面では、

中期財政試算、予算査定過程の公開、新公会計

システムの導入、府独自の財政指標を含めた

指標による健全性確保など、大阪府独自のモ

デルの構築を進めています。予算編成の面で

は、財政再建を図りつつ、重要政策に戦略的に

予算を配分する「選択と集中の徹底」を行って

います。さらに所属長としては課員数十名の

指揮官の役割を担っています。すべての局面

において合理的に業務を進め最大の効果を得

ることが求められ、プレッシャーは大きい反

面、やりがいを感じています。

　総務省は地方赴任の機会が非常に多いです。

私自身も大阪府、熊本県、そして2度目の大阪

府と3度の地方赴任を経験しています。

　総務省の地方経験は「国」と「地方」のスペ

シャリストとして非常に重要な経験です。多様

な地方の現場で現場の人々が抱える課題を皮

膚感覚でとらえ、地方行政の中でもまれること

が、活きた政策を企画立案していく力となりま

す。そして、「国」においてはその力をもとに総

務省の政策にとどまらず、各省の政策を現場で

より良くワークするように改革していくこと、

「地方」においてはその力と霞が関で培った国

政の知識やネットワークをもとに、国地方全体

の動きを見据えた上でその地域の政策を企画

立案していくことが総務省職員には求められ

ているのです。

　収入や自由時間の多寡、ゼネラリストかスペ

シャリストか、東京で働くか国外・国内を問わ

ず経験したいかなど就職に当たり皆さんが考

慮する要素は様々でしょう。　「こうなりたい」

と思える人達がいる職場を探せ。私は、このよ

うに皆さんにアドバイスしたいと思います。私

は総務省（旧自治省）でお会いする方々に惹か

れ、入省することになりました。この方々が、な

ぜ魅力的なのか。10数年前のこの採用案内パ

ンフレットに次のようなことを記しました。

　①総合的な職務にあたり、②国・地方を経験

し、③多くの人と触れ合う、④質量ともに圧倒

的なチャンスに恵まれているからであると。

　採用16年目を迎えようとしている今、これ

に補足することはありません。自分もこうし

た先輩方に一歩でも二歩でも近づけるよう努

力しています。

　自分の全力を傾けなければできない仕事、全

人格的に挑むべき仕事。楽ではありませんが、

私はこういった仕事にやりがいを感じます。総

務省では、皆さんにとって「やりがい」のある仕

事と、様々な得がたい体験が待っています。

インフレーションによって、1970年代に指

摘されていたビッグバン宇宙論のいくつかの

問題点が解決される。これらの問題の中には、

観測される宇宙が極めて平坦であること（平

坦性問題）、因果律的に結び付きを持たないほ

ど大きなスケールにわたって宇宙が極めて一

様であること（地平線問題）、多くの大統一理

論 (GUT) のモデルで存在が予言されている

空間の位相欠陥が全く観測されないこと（モ

ノポール問題）などが含まれている。インフ

レーション理論の標準的モデルでは、宇宙が

幾何学的に平坦であることや初期宇宙の原始

密度ゆらぎがスケール不変であることを予言

している。これらの予言は（WMAP などによ

る）宇宙マイクロ波背景放射の高精度の観測

結果や（スローン・デジタル・スカイサーベイ

などの）銀河サーベイ観測で得られた銀河分

布のデータによって非常に良い精度で確かめ

られている。インフレーション理論の最も単

純なモデルは約1015GeVという大統一理

論のエネルギー領域を扱うため、インフレー

ション理論は GUT スケールやそれに近い高

エネルギー領域を扱う素粒子物理学にとって

も重要である。1980年代には、インフレー

ションの元となる真空のエネルギーを生み出

す場を大統一理論が予言する特定の場と関連

付けたり、実際の宇宙の観測結果を用いて大

統一理論のモデルに制限を与えようとする試

みが盛んに行なわれた。これらの研究はほと

んど成果を挙げることはなく、インフレー

ションを起こす真空のエネルギー密度を生み

出すような粒子や場（インフラトン）の正体に

ついては謎のままである。インフレーション

理論は主として、高温の初期宇宙の初期条件

について理論が詳細に予言する部分のみが理

解されており、その背後にある素粒子物理学

についてはアドホックなモデル化が行なわれ

ているに留まっている。

インフレーションの時代の後には、初期宇宙

の 高 温 の 放 射 を 生 み 出 し た 再 加 熱  

(reheating) の時代が存在したはずである。

この再加熱の原因についてはほとんど分かっ

ていないが、最近ではインフレーションの終

了期にインフラトンが他の粒子に崩壊する過

程が共鳴的に起きたことで再加熱が起きたと

するパラメータ共振モデルなどが提唱されて

いる。

最近の宇宙マイクロ波背景放射の観測では、

様々な競合理論よりもインフレーション理論

をより強く支持する結果が得られている 

[3]。インフレーションモデルに残されている

理論的問題点の一つは、インフレーションを

引き起こす場のポテンシャルを微調整しなけ

ればならないという点である。もしインフラ

トンが大きな真空のエネルギーを持つとすれ

ば、その質量は小さく（またそのコンプトン波

長は大きく）なければならない。しかし高エネ

ルギー領域の物理学では数多くのスカラー場

が存在すると考えられており、超弦理論に

限っても、インフラトンやインフラトン場の

候補となる粒子やスカラー場は数多く存在し

ている。

一方、現実世界で、スカラー場が見つかってい

ないことを考慮すれば、インフラトンの候補

として必ずしもスカラー場に限定する必要は

ないのかもしれない。例えば、ゲージ理論に出

現する多重項を実効的な「インフラトン」とす

るモデルも近年提唱されている。
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1年のスケジュール
Schedule

4月

5月・6月

9月

10月

11月

12月

2月・3月

辞令交付
二度目の大阪府赴任。
橋下知事から辞令を交付されて緊張。
懐かしい面々とも再会

補正予算編成
新型インフルエンザ、経済対策など補正予算を
次々と編成する。時間的制約の中、即断即決

9月議会
WTCビルへの庁舎移転関連の予算案・条例案の審議

「府政運営基本方針2010」策定作業
「府政運営の基本方針」の策定作業に携わる

予算編成作業始まる
平成22年度当初予算編成。
各部局からのヒアリング、査定

改革PTの立ち上げ
新しい財政再建プログラム策定のため
プロジェクトチームを立上げ

議会審議
府議会での予算等審議。
議会各会派への説明、調整にあたる

先輩からのメッセージ現場の最前線から第一章

経　歴

自治省採用
自治省行政局選挙部選挙課

大阪府財政課

消防庁防災課

総理府地方分権推進委員会事務局調査員

自治省税務局固定資産税課

総務省自治税務局固定資産税課係長

熊本県総務部私学文書課県政情報室長

　同　環境生活部廃棄物対策課長

　同　総務部財政課長

総務省消防庁総務課課長補佐

　同　自治行政局地域振興課
過疎対策室課長補佐
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大阪府総務部財政課長 菊地 健太郎

　大阪府では、「変革と挑戦」をキーワードとした自治体経営改革を進めています。「地域主権」時代のあるべき自治体

の姿を、全国のトップランナーとして大阪府が体現していきたい。こうした橋下知事の政治理念を具体化すること

が、府政運営の重要テーマとなっています。私自身は府の財政責任者として府財政を通して、自治体経営改革に携

わっています。仕事をする上で心がけている点は次の二点です。

一　財政規律の堅持、行財政改革の徹底
景気低迷による税収減に伴い、厳しい財政運営が続いています。行財政改革は府政最重要の課題で、12月には新たな

「改革プロジェクトチーム」も立ち上げました。徹底した改革を進めていきます。

二　事業予算の査定を通じた政策形成への寄与
歳出抑制を行いながらも、重要課題への重点的かつ戦略的な予算配分が必要です。査定を通じ、教育・医療福祉・土木

などのすべての政策に関わりをもつ立場にあり、施策の企画立案にも参画しています。府庁の事業に限らず、地方財

政制度など国の政策にも十分な目配りが必要で、府庁内外との連絡調整に努めています。

大阪府の自治体経営改革プロジェクト紹介


